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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ゴム中に埋設した心線を有する伝動ベルトであって、該心線が、主たる繰返し単位の９
０モル％以上がエチレンテレフタレートまたはエチレン２，６－ナフタレートから構成さ
れるポリエステルからなり、幅（Ｗ）が０．１～５ｍｍ、厚み（Ｈ）が０．０１～０．５
ｍｍ、幅と厚みの比（Ｗ／Ｈ）が２～２０である横断面を有するポリエステルスリットヤ
ーンからなることを特徴とする伝動ベルト。
【請求項２】
　ポリエステルスリットヤーンが以下を満足する請求項１記載の伝動ベルト。
（１）引張強度：１９０～７００ＭＰａ
（２）引張伸度：１０～８０％
（３）１５０℃乾熱収縮率：０．１～８％
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は伝動ベルトに関し、さらに詳しくは薄型化が可能であり、耐屈曲疲労性に優れ
、自動車や電機機器用として好適に用いられる伝動ベルトに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地球環境破壊、石油資源枯渇といった課題に対し、自動車、電機機器をはじめ省
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エネルギー化、エネルギー代替化が非常に注目され、特に省エネルギー、省燃費のために
自動車、電機機器のコンパクト化、軽量化が進められているのは周知の通りである。この
取組みの中で、自動車のエンジン補機駆動や電機機器の駆動ギア等に用いられている伝動
ベルトにおいても、コンパクト化、軽量化に伴う薄型化、軽量化が求められている。こう
いった伝動ベルトにはベルト補強心線として一般的にポリエステル、アラミド等の繊維コ
ードが用いられており、その中でも補強繊維としては強力、弾性率、耐疲労性のバランス
が良く、最も汎用性のあるポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）繊維が多く用いられて
いる。
【０００３】
　こうした背景のもと、ベルトを薄型化する技術としては例えば、特許文献１（特開平９
－２３６１５６号公報）や特許文献２（特開２０００－３２０６１６号公報）、特許文献
３（特開２００２－２２７０５１号公報）、特許文献４（特開２００５－２５６９６１号
公報）のように、ＰＥＴよりも弾性率の高いポリエチレン２，６－ナフタレート（ＰＥＮ
）繊維や、ＰＥＴとアラミド繊維の混撚コードを伝動ベルト心線に用いる技術が開示され
ている。上記のように、弾性率の高いＰＥＮを用いることによって補強層を薄型化し、か
つ撚構成によって耐屈曲疲労性を向上せしめているが、近年の大幅な自動車、電機機器の
コンパクト化に対しては尚やや不足しており、更なる伝動ベルトの薄型化、耐屈曲疲労性
向上ができる伝動ベルトの改良が求められていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平９－２３６１５６号公報
【特許文献２】特開２０００－３２０６１６号公報
【特許文献３】特開２００２－２２７０５１号公報
【特許文献４】特開２００５－２５６９６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記課題を解決するためになされたものであり、その目的は、薄型化が可能で
あり、走行前後でのベルト張力の低下が少なく、耐屈曲疲労性に優れ、自動車や電機機器
用として好適に用いることができる伝動ベルトを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明によれば、ゴム中に埋設した心線を有する伝動ベルトにおいて、該心線が、主た
る繰返し単位の９０モル％以上がエチレンテレフタレートまたはエチレン２，６－ナフタ
レートから構成されるポリエステルからなり、幅（Ｗ）が０．１～５ｍｍ、厚み（Ｈ）が
０．０１～０．５ｍｍ、幅と厚みの比（Ｗ／Ｈ）が２～２０である横断面を有するポリエ
ステルスリットヤーンからなることを特徴とする伝動ベルトが提供される。
　また、上記ポリエステルスリットヤーンは、引張強度が１９０～７００ＭＰａ、引張伸
度が１０～８０％、１５０℃乾熱収縮率が０．１～８％であることが好ましい。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の伝動ベルトは、特定形状のスリットヤーンを用いていることによって、公知の
繊維心線に比べ、ベルト厚みに垂直な方向における心線の径（厚み）が非常に小さく、ベ
ルト運転時の繰返し屈曲に対して心線が受ける伸長－圧縮比を小さくすることができるた
め、ベルトの大幅な薄型化が可能であるとともに、走行前後でのベルト張力の低下が少な
く、優れた耐屈曲疲労性を発揮することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明に係るＶベルトの断面斜視図である。
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【図２】本発明においてベルト張力維持率の測定方法を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の伝動ベルトは、ゴム中に埋設した心線を有する伝動ベルトであり、図１では、
該伝動ベルトの一実施例としてのＶリブドベルトの断面図を示している。図１に示すＶリ
ブドベルト１は、カバー帆布２からなる伸張部と、心線３を埋設したクッションゴム層４
と、その下側に弾性体層である圧縮部からなっている。この圧縮部は、ベルト長手方向に
延びる断面略三角形である台形の複数のリブ５を有している。
【００１０】
　上記カバー帆布２は、通常、綿、ポリアミド、ポリエチレンテレフタレート、アラミド
繊維等からなる糸を用いて、平織、綾織、朱子織等に製織した布であり、クッションゴム
層４に一体に接着されている。このゴム層４とこれに一体に形成されている上記リブ５は
、特に限定されるものではないが、好ましくは、例えば、水素化ニトリルゴム、水素化ニ
トリルゴムに不飽和カルボン酸金属塩を添加したもの、クロロプレンゴム、天然ゴム、Ｃ
ＳＭ、ＡＣＳＭ、ＳＢＲ、エチレン－α－オレフィン－ジエンゴムが使用される。これら
のリブを形成するゴムには、アラミド、ナイロン、ポリビニルアルコール等からなる短繊
維で補強しても良く、その他、安定化剤、酸化防止剤、架橋剤、加硫促進剤、カーボン、
シリカ等の粒子成分等、適宜添加しても良いのは言うまでも無い。
【００１１】
　本発明においては、伝動ベルトの心線３にポリエステルスリットヤーン（単に、スリッ
トヤーンと称することがある）を用いるが、該ポリエステルスリットヤーンは、ポリエス
テルフィルムを特定の幅にスリットし、フィラメント状としたものである。
【００１２】
　上記ポリエステルスリットヤーンを構成するポリエステルとしては、主たる繰返し単位
の９０モル％以上、好ましくは９５モル％以上がエチレンテレフタレートまたはエチレン
２，６－ナフタレートから構成されるポリエステルであり、１０モル％未満、好ましくは
５モル％未満の割合で他の共重合成分を含んでも差し支えない。このような共重合成分と
しては例えばイソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、アジピン酸、オキシ安息香酸、ジ
エチレングリコール、プロピレングリコール、トリメリット酸、ペンタエリスリトール等
が挙げられる。又これらのポリエステルには安定剤、着色剤等の添加剤を含んでも差し支
えない。また、末端カルボキシル基濃度や分子量等のポリマー性状は何等限定されるもの
ではない。
【００１３】
　上記ポリエステルスリットヤーンの横断面における厚み（Ｈ）が０．０１～０．５ｍｍ
である。厚みが０．０１ｍｍ未満の場合は、実用上に耐えうる強度が得られず、一方、０
．５ｍｍを越える場合は曲げに対して非常に硬くなるため、ベルトが硬くなるだけでなく
、屈曲疲労性が著しく低下してしまう恐れがあり、走行前後でのベルト張力の低下が大き
くなりやすい。上記厚みは０．０５～０．３ｍｍであることがより好ましい。
【００１４】
　また、上記ポリエステルスリットヤーンの横断面における幅（Ｗ）が０．１～５ｍｍで
ある。この範囲であれば、既存ポリエステル繊維の処理コードのディップ処理工程に充分
適用できるため工業的な観点から望ましい。幅が０．１ｍｍ未満では実用上に耐えうる強
度が得られず、一方、幅が５ｍｍ以上ではディップ処理工程における腰折れ等の欠点が生
じやすくという問題がある。該ポリエステルスリットヤーンの幅としては０．５～３ｍｍ
であることがより好ましい。
【００１５】
　さらに、上記ポリエステルスリットヤーンの横断面において、厚み（Ｈ）に対する幅（
Ｗ）の比（Ｗ／Ｈ）が２～３０である。該ポリエステルスリットヤーンの横断面の厚み（
Ｈ）に対する幅（Ｗ）の比（Ｗ／Ｈ）が２未満であると曲げに対する伸長圧縮歪みが大き
くなるため耐屈曲疲労性が低下し、走行前後でのベルト張力の低下が大きくなり、一方、
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３０を越えると垂直方向からの歪み入力に対してポリエステルスリットヤーンが折れたり
することによって耐久性が著しく低下してしまう恐れがある。該ポリエステルスリットヤ
ーンは厚みに対する幅の比は５～２０であることがより好ましい。
【００１６】
　上記ポリエステルスリットヤーンの厚み、幅の調整は、ポリエステルフィルムの厚みや
スリットでカットする際のスリット幅で調整できるとともに、さらに後述するディップ処
理工程での延伸によっても目的のサイズに調整することができる。
【００１７】
　また、上記ポリエステルスリットヤーンの引張強度は１９０～７００ＭＰａであること
が好ましく、２４０～６００ＭＰａであることがさらに好ましい。引張強度が１９０ＭＰ
ａ未満の場合、実用上耐え得るベルトの強度が得難くなる傾向にあり、一方、７００ＭＰ
ａを越えるものはポリエステルスリットヤーン製造時に切断しやすく生産が難しくなる傾
向にある。
【００１８】
　さらに、上記ポリエステルスリットヤーンの引張伸度は１０～８０％であることが好ま
しく、１５～７０％であることがさらに好ましい。引張伸度が８０％を超える場合は、伝
動ベルトに応力負荷を受けた際に変形しすぎるため伝動ベルトとして実用性が低くなる傾
向にあり、一方、１０％未満の場合は伝動ベルトが伸び難いためベルトの柔軟性が劣り、
耐屈曲疲労性が低下する恐れがある。
【００１９】
　また、本発明で用いるポリエステルスリットヤーンの１５０℃乾熱収縮率は０．１～８
％であることが好ましく、０．５～７％であることがさらに好ましい。１５０℃乾熱収縮
率が０．１％未満ではベルトの張力維持するのに必要な熱収縮応力が不足するため伝動効
率が低下する恐れがあり、一方、８％を超える場合は、ベルトの寸法安定性が低下する傾
向にある。
【００２０】
　上記ポリエステルスリットヤーンの弾性率としては１～３０ＧＰａであることが好まし
く、より好ましくは３～２０ＧＰａである。弾性率が１ＧＰａ未満であるとベルト高負荷
時に伸びてしまう恐れがあり、一方、３０ＧＰａを超えると硬すぎるために耐屈曲疲労性
が低下する傾向にある。
【００２１】
　上記ポリエステルスリットヤーンからなる心線のディップ処理工程は、まず未処理コー
ド（心線）をエポキシ化合物やイソシアネート化合物から選ばれた処理液を付与した後、
１００～２５０℃に温度設定した炉に３０～６００秒間通して乾燥、熱延伸セットし、続
いてＲＦＬ液からなる接着液を付与し、１５０～２５０℃に温度設定した炉に３０～６０
０秒間通して乾燥、熱延伸セットし処理コードとする。この間、総延伸倍率として０～２
倍で、２段以上の延伸を行うことが、強力、弾性率を高める観点から好ましい。このよう
な加熱延伸はフィルム製造工程でタテ方向に高倍率延伸を行う二軸延伸したのちに得られ
たフィルムをスリット加工しても良いし、フィルムをスリット加工したのちに次いで公知
のポリエステルディップ処理工程で１浴、２浴ディップ処理時に行っても構わない。延伸
は上記熱処理と同時に熱処理炉前後のローラー速度を変更することによって行うことがで
き、延伸倍率を向上することによって、強度・弾性率を高める、伸度を低下させる、繊度
・幅・厚みを低下させるなどポリエステルスリットヤーンの形状や物性を任意に調整する
ことが可能である。
【００２２】
　上記ポリエステルスリットヤーンには、ベルトを構成するゴムとポリエステルとの接着
のために接着剤が付与される。付与される接着剤としては、エポキシ化合物、イソシアネ
ート化合物、ハロゲン化フェノール化合物及びレゾシンポリサルファイド化合物などを含
む接着剤が挙げられ、具体的には、第１処理液としてエポキシ化合物、ブロックイソシア
ネ－ト、ラテックスの混合液を付与し、上記熱処理後に第２処理液としてレゾルシンとホ
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ルムアルデヒドとの初期縮合物およびゴムラテックスからなる液（ＲＦＬ液）を付与し、
さらに熱処理する方法が好ましい。ここで使用するラテックスとしてはクロロプレン、ス
チレン・ブタジエン・ビニルピリジン三元共重合体、水素化ニトリル、ＮＢＲ、ＣＳＭ等
である。接着剤を付与する方法としては公知のディップ工程を活用できるが、ローラーと
の接触、ドクターナイフによるコーティング、若しくは、ノズルからの噴霧による塗布、
又は、溶液への浸漬などの手段が採用できる。また、該スリットヤーンに対する固形分付
着量は、０．１～１０重量％が好ましく、１．０～５．０重量％がより好ましい。該スリ
ットヤーンに対する固形分付着量を制御するためには、前記と同様に、圧接ローラーによ
る絞り、スクレーパー等によるかき落とし、空気吹きつけによる吹き飛ばし、吸引等の手
段により行うことができ、付着量を多くするためには複数回付着させてもよい。
【００２３】
　Ｖリブドベルトの製造方法の一例は以下の通りである。まず、円筒状の成形ドラムの周
面に１～複数枚のカバー帆布２と接着ゴム層４とを巻き付けた後、この上に本発明のポリ
エステルスリットヤーンからなる心線３を螺旋状に巻き付け、更に圧縮ゴム層を順次巻き
付けて積層体を得た後、これを加硫して加硫スリーブを得る。次に、加硫スリーブを駆動
ロールと従動ロールに掛架され所定の張力下で走行させ、更に回転させた研削ホイールを
走行中の加硫スリーブに当接するように移動して加硫スリーブの圧縮ゴム層表面に３～１
００個の複数の溝状部を一度に研磨する。このようにして得られた加硫スリーブを駆動ロ
ールと従動ロールから取り外し、該加硫スリーブを他の駆動ロールと従動ロールに掛架し
て走行させ、カッターによって所定に幅に切断して個々のＶリブドベルト１を得ることが
できる。
【実施例】
【００２４】
　以下、実施例をあげて本発明を説明するが、実施例は説明のためのものであって、本発
明はこれに限定されるものではない。なお、本発明の実施例における評価は下記の測定法
で行った。
【００２５】
（１）引張強度、引張伸度、初期弾性率、１５０℃乾熱収縮率
　ＪＩＳ Ｌ１０１７に準じて測定を行い、それぞれ求めた。
（２）Ｖベルト張力維持率
　図２に示すように、直径１００ｍｍのプーリー６、７間にＶベルトを架設し、初期の取
り付け張力を９００Ｎとし、走行中のプーリー回転数を３６００ｒ.ｐ.ｍ.として室温に
て走行試験を行った。そして、４時間走行後ストップさせ、更に２４時間放冷させた後の
張力を測定し、初期の取り付け張力（９００Ｎ）に対する張力維持率を算出した。
（３）Ｖベルトの耐屈曲疲労性
　上記（２）のＶベルト走行試験後のベルトから心線を取り出し、その強力を測定して、
ベルト走行試験前のベルトから取り出した心線の強力に対する強力維持率を算出した。
（４）Ｖベルト重量比
　作成後のベルト重量を、比較例を１００として指数化し、ベルト重量を比較評価した。
【００２６】
　［実施例１］
　厚さ０．１３ｍｍのポリエチレン２，６－ナフタレート（ＰＥＮ）フィルム（帝人デュ
ポンフィルム（株）製テオネックスフィルム）を２ｍｍ幅に裁断したスリットヤーンを使
用し、これをコンピュートリーター処理機（ＣＡリッツラー株式会社製、ディップ処理機
）を用いて、１１ｍ／分の速度でエポキシとブロックドイソシアネートからなる水分散体
のプライマーに浸漬した後、２００℃２分間で１％の伸張し、次いで２４０℃１分間で２
０％の伸張を行い、引き続いて、レゾルシン－ホルマリン－ラテックス（ＲＦＬ）水分散
体に浸漬した後に１７０℃２分間で１％の伸張し、次いで２４０℃１分間で７０％の伸張
を行い、２３ｍ／分の速度で巻き取り、引張強度２７０ＭＰａ、引張伸度１８％、弾性率
１０ＧＰａ、１５０℃乾熱収縮率３．５％、厚み０．１５ｍｍ、幅１．０ｍｍのポリエス
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テルスリットヤーン処理コードを得た。得られた処理コードを心線として用いて、図１に
示すＶベルト１を前述の方法により作成した。得られたＶベルトのベルト張力維持率、耐
屈曲疲労性、ベルト重量比の結果を表１にまとめて示す。
【００２７】
　［実施例２］
　厚さ０．１０ｍｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（帝人デュポンフ
ィルム（株）製 テトロンフィルム）を２ｍｍ幅に裁断したスリットヤーンを使用し、こ
れをコンピュートリーター処理機（ＣＡリッツラー株式会社製、ディップ処理機）を用い
て、１２ｍ／分の速度でエポキシとブロックドイソシアネートからなる水分散体のプライ
マーに浸漬した後、１３０℃２分間で１％の伸張し、次いで２４０℃１分間で２０％の伸
張を行い、引き続いて、レゾルシン－ホルマリン－ラテックス（ＲＦＬ）水分散体に浸漬
した後に１７０℃２分間で１％の伸張し、次いで２４０℃１分間で６０％の伸張を行い、
２３ｍ／分の速度で巻き取り、引張強度３４０ＭＰａ、引張伸度２５％、弾性率５ＧＰａ
、１５０℃乾熱収縮率５．０％、厚み０．１５ｍｍ、幅１．１ｍｍのポリエステルスリッ
トヤーン処理コードを得た。得られた処理コードを心線として用いて、図１に示すＶベル
ト１を前述の方法により作成した。得られたＶベルトのベルト張力維持率、耐屈曲疲労性
、ベルト重量比の結果を表１にまとめて示す。
【００２８】
　［比較例１］
　繊度１１００ｄｔｅｘ／２４９フィラメントのポリエチレン２，６－ナフタレート（Ｐ
ＥＮ）繊維（帝人ファイバー（株）製　テオネックス繊維、丸断面）を２本合糸して撚数
２００Ｔ／ｍで下撚し、さらにこれを３本引き揃え撚数１２０Ｔ／ｍで上撚して、１１０
０ｄｔｅｘ／２×３の撚糸コードを得た。該撚糸コードを用い、これをコンピュートリー
ター処理機（ＣＡリッツラー株式会社製、ディップ処理機）を用いて、２２ｍ／分の速度
でエポキシとブロックドイソシアネートからなる水分散体のプライマーに浸漬した後、１
３０℃２分間定長で乾燥し、次いで２４０℃１分間で３％の伸張を行い、引き続いて、レ
ゾルシン－ホルマリン－ラテックス（ＲＦＬ）水分散体に浸漬した後に１７０℃２分間、
次いで２４０℃１分間それぞれ定長熱処理を行って巻き取り、ポリエチレンナフタレート
処理コードを得た。得られた処理コードを心線として用いて、図１に示すＶベルト１を前
述の方法により作成した。得られたＶベルトのベルト張力維持率、耐屈曲疲労性、ベルト
重量比の結果を表１にまとめて示す。
【００２９】
　［比較例２］
　繊度１１００ｄｔｅｘ／２４９フィラメントのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
繊維（帝人ファイバー（株）製　テトロン繊維、丸断面）を２本合糸して撚数２００Ｔ／
ｍで下撚し、さらにこれを３本引き揃え撚数１２０Ｔ／ｍで上撚して、１１００ｄｔｅｘ
／２×３の撚糸コードを得た。該撚糸コードを用い、これをコンピュートリーター処理機
（ＣＡリッツラー株式会社製、ディップ処理機）を用いて、２２ｍ／分の速度でエポキシ
とブロックドイソシアネートからなる水分散体のプライマーに浸漬した後、１３０℃２分
間定長で乾燥し、次いで２４０℃１分間で３％の伸張を行い、引き続いて、レゾルシン－
ホルマリン－ラテックス（ＲＦＬ）水分散体に浸漬した後に１７０℃２分間、次いで２４
０℃１分間それぞれ定長熱処理を行って巻き取り、ポリエチレンナフタレート処理コード
を得た。得られた処理コードを心線として用いて、図１に示すＶベルト１を前述の方法に
より作成した。得られたＶベルトのベルト張力維持率、耐屈曲疲労性、ベルト重量比の結
果を表１にまとめて示す。
【００３０】
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【００３１】
　表１から明らかな通り、実施例では薄膜状のスリットヤーンを心線に用いることにより
比較例に比べて心線およびクッションゴム量を低減できるためベルト重量が大幅に低減す
るとともに、プーリー通過時の曲げに対して心線が受ける伸長圧縮比が低減できるため、
耐屈曲疲労性、ベルト張力維持率を著しく向上できることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００３２】
　本発明によれば、ベルトを薄型化しつつ耐屈曲疲労性に優れ、走行前後でのベルト張力
の低下が少なく、自動車や電機機器用として好適に用いられる伝動ベルトを提供でき、自
動車、電機機器の小型化、軽量化等、環境負荷低減に大いに効果を発揮することができる
。
【符号の説明】
【００３３】
１　Ｖリブドベルト
２　カバー帆布
３　心線
４　クッションゴム層
５　リブ
６，７　プーリー
Ｗ　ポリエステルスリットヤーン心線の横断面の幅
Ｈ　ポリエステルスリットヤーン心線の横断面の厚み
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